
12月12日現在　差替版

学校コード F128310108874

設置年度 令和 3年度

計画の区分： 学部の設置

園田学園女子大学 経営学部 （必要がある場合）○○専攻

　　　職名・氏名

　　　電話番号　　 06-6429-9641

　　　（夜間）　　 06-6429-1201

　　　ｅ－mail　　 er-plan@sonoda-u.ac.jp

　　　　　・学部の学科の設置の場合：「○○大学　△△学部　□□学科」

　　　　　表題は「計画の区分」に従い、記入してください。

　　　　　例）

　　　　　・学部の設置の場合：「○○大学　△△学部」

　　　　　・大学の設置の場合：「○○大学」

　　　　　https://www.mext.go.jp/b_menu/toukei/mext_01087.html

　　　　　なお、該当がない場合は、本番号は学校基本調査での「学校コード」と同様の番号ですので、

　　　　　・大学院の研究科の専攻の設置等の場合：「○○大学大学院　○○研究科　○○専攻（修士課程）」

　　　　　・通信教育課程の開設の場合：「○○大学　△△学部　□□学科（通信教育課程）」

　　　３　学校コードについては、以下URLを確認の上、該当番号を記載してください。

　　　　　当該番号を記載してください。

　　担当部局（課）名　　企画運営部

　　　　　・大学院設置の場合：「○○大学大学院」

　　　　　・大学院の研究科の設置の場合：「○○大学大学院　○○研究科」

　　　　　例）　○○大学　△△学部　□□学科

　　　　　　　　　　　　（旧名称：◇◇学科（平成◇◇年度より学科名称変更））

　　　　　・短期大学の学科の設置の場合：「○○短期大学　△△学科」

　　　　　設置時から対象学部等の名称変更があった場合には、表題には現在の名称を記載し，その下欄に

　　　　　（　　）書きにて、設置時の旧名称を記載してください。

　　　２　大学院の場合は、表題を「○○大学大学院　・・・」と記入してください。

（注）１　「計画の区分」は設置時の基本計画書「計画の区分」と同様に記載してください。

　作成担当者

認可

令和４年５月１日現在 
学校法人園田学園　　　

【認可】設置に係る設置計画履行状況報告書

　　　　　　　　　　　　　　　注１

注３

注2
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＜ビジネス学科＞

目次

経営学部

ページ
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５．教員組織の状況　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・　１７

６．附帯事項等に対する履行状況等　・・・・・・・・・・・・・・・・・　３５

７．その他全般的事項　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・　３６

４．既設大学等の状況　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・　１６
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設　　置　　時 変　更　状　況 備　　　考

（サイトウ　ヨシカズ）

齊藤 悦一

（平成29年8月）

（カワシマ　アキコ） （オオエ　アツシ）

川島　明子 大江　篤

（平成27年4月）

（カワラダ　タカシ） （オカモト　ヒサユキ）

瓦田　太賀四 岡本　久之

（令和3年4月）

（オカモト　ヒサユキ） （シノハラ　アツシ）

岡本　久之 篠原　淳

（令和3年4月）

（注）・「変更状況」は、変更があった場合に記入し、併せて「備考」に変更の理由と変更年月日、報告年度を

　　　（　）書きで記入してください。

　　　（例）令和３年度に報告済の内容　→（３）

　　　　　　令和４年度に報告する内容　→（４）

　　　・昨年度の報告後から今年度の報告時までに変更があれば、「変更状況」に赤字にて記載（昨年度までに報告

　　　　された記載があれば、そこに赤字で見え消し修正）するとともに、上記と同様に，「備考」に変更理由等を

　　　　記入してください。

　　　・大学院の場合には、「職名」を「研究科長」等と修正して記入してください。

　　　・大学独自の職名を設けていて当該職位がない場合は、各職に相当する職名の方を記載してください。

１　調査対象大学等の概要等

（１） 設　置　者

　　　　学校法人園田学園

　　　・対象学部等が複数のキャンパスに所在する場合には、複数のキャンパスの所在地をそれぞれ記載して

　　　　園田学園女子大学

　　　　兵庫県尼崎市南塚口町７丁目２９番１号

（注）・対象学部等の位置が大学本部の位置と異なる場合、本部の位置を（　）書きで記入してください。

（２） 大　学　名

　　　〒661－8520

（３） 調査対象大学等の位置

　　　　ください。

理 事 長

（４） 管理運営組織

学 部 長

学科長等

健康上の都合による辞任
に伴う交代（令和4年4月
1日）（４）

学　　長

職　　名

学部長就任に伴う交代
（令和4年4月1日）
（４）

一身上の都合による辞任
に伴う交代（令和4年4月
1日）（４）
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（注）・　当該調査対象の学部の学科または研究科の専攻等、定員を定めている組織ごとに記入してください（入試

　　　　区分ごとではありません）。

　　　・　なお、課程認定等によりコースや専攻に入学定員を定めている場合は、法令上規定されている 小単位

　　　　（大学であれば「学科」、短期大学であれば「専攻課程」）のほか、それらのコースや専攻単位でも記載したものを、

　　　　別ファイルにて提出してください（作成方法は、事務連絡「令和４年度の履行状況報告書の提出について（依頼）を

　　　　確認してください）。

　　　・　様式は、平成３０年度開設の４年制の学科の完成年度を越えて報告する場合（令和４年度までの５年間）ですが、

　　　　完成年度を越えている場合は別途ご連絡ください。

　　　・　留学生については、「出入国管理及び難民認定法」別表第一に定められる「『留学』の在留資格（いわゆる

　　　　「留学ビザ」）により、我が国の大学（大学院を含む。）、短期大学、高等専門学校、専修学校（専門課程）

　　　　及び我が国の大学に入学するための準備教育課程を設置する教育施設において教育を受ける外国人学生」を

　　　　記載してください。

　　　・　短期交換留学生など、定員内に含めていない学生については記入しないでください。

　　　

　経営学部

　　ビジネス学科

　学士（経営学）

年 人 人 人

対象年度

区　分 春季入学 その他の学期 春季入学 その他の学期 春季入学 その他の学期 春季入学 その他の学期 春季入学 その他の学期

人 人 人 人 人 人 120人 ― 人 120人 ― 人

130 ― 80 ―

(　 　) (　 　) (　 　) (　 　) (　 　) (　 　) (　― 　) (　―　) (　― 　) (　―　)

[ 　 ] [ 　 ] [ 　 ] [ 　 ] [ 　 ] [ 　 ] [ ― ] [ ― ] [ ― ] [ ― ]

106 76 ―

(　 　) (　 　) (　 　) (　 　) (　 　) (　 　) (　― 　) (　―　) (　― 　) (　―　)

[ 　 ] [ 　 ] [ 　 ] [ 　 ] [ 　 ] [ 　 ] [ ― ] [ ― ] [ ― ] [ ― ]

78 60 ―

(　 　) (　 　) (　 　) (　 　) (　 　) (　 　) (　― 　) (　―　) (　― 　) (　―　)

[ 　 ] [ 　 ] [ 　 ] [ 　 ] [ 　 ] [ 　 ] [ ― ] [ ― ] [ ― ] [ ― ]

22 14 ―

(　 　) (　 　) (　 　) (　 　) (　 　) (　 　) (　― 　) (　―　) (　― 　) (　―　)

[ 　 ] [ 　 ] [ 　 ] [ 　 ] [ 　 ] [ 　 ] [ ― ] [ ― ] [ ― ] [ ― ]

入学定員超過率
Ｂ／Ａ

（注）・　報告年度の５月１日現在の情報を記入してください。（過年度については、各年度末時点の情報として記入してください。）

　　　・　（　 ）内には、編入学の状況について外数で記入してください。なお、編入学を複数年次で行って

　　　　いる場合には、((  ))書きとするなどし、その旨を「備考」に付記してください。 該当がない年度には

　　　　「－」を記入してください。

　　　・　転入学生は記入しないでください。

　　　・　[ 　 ]内には、留学生の状況について内数で記入してください。該当がない年には「－」を記入してください。

　　　・　学期の区分に従い学生を入学させる場合は、春季入学とその他の学期（春季入学以外の学期区分を設けている

　　　　場合）に分けて数値を記入してください。春季入学のみの実施の場合は、その他の学期欄は「－」を記入して

　　　　ください。また、その他の学期に入学定員を設けている場合は、備考欄にその人数を記入してください。

　　　・　「入学定員超過率」については、各年度の春季入学とその他の学期を合計した入学定員、入学者数で算出

　　　　してください。なお、計算の際は小数点以下第３位を切り捨て、小数点以下第２位まで記入してください。

　　　・　「平均入学定員超過率」には、開設年度から報告年度までの入学定員超過率の平均を記入してください。

　　　　計算の際は「入学定員超過率」と同様にしてください。なお、完成年度を越えて報告書を提出する大学等は、

　　　　報告年度（令和４年度）から起算した修業年限に相当する期間の入学定員超過率の平均を記載してください。

　　　・「開設年度から報告年度までの平均入学定員超過率」は、完成年度を越えて報告書を提出する大学等のみ

　　　　記入してください。完成年度を越えていない場合は「－」を記入してください。

0.15倍 ―

　　　・　基礎となる学部等がある場合には、「備考」に基礎となる学部等の名称を記入してください。

　（５）－②　調査対象学部等の入学者の状況

令和４年度令和３年度平成３０年度 令和元年度 令和２年度

(　　 　) (　　 　) (　　 　)

[ 　　　 ]

学位又は学科
の分野

設 置 時 の 計 画

修業年限 入学定員

学生募集の停
止について

　 　 ・　学生募集停止を予定している場合は、「学生募集の停止について」で「新規入学者を募集停止予定」を選択すると
　　　　　ともに、「備考」に「令和○年度から学生募集停止（予定）」と記載してください。

合格者数

（５）　調査対象学部等の名称、定員、入学者の状況等

　（５）－①　調査対象学部等の名称等

　　　　（その２の１））」の「学位又は学科の分野」と同様に記入してください。

（注）・　定員を変更した場合は、「備考」に変更前の人数、変更年月及び報告年度を（　）書きで記入してください。

　　　・　「学位又は学科の分野」には、「認可申請書」又は「設置届出書」の「教育課程等の概要（別記様式第２号

経済学関係

4年 120人 年次 480人

編入学定員 収容定員
備　考

調査対象学部等の
名称（学位）

備　　考
平均入学定員

超 過 率

開設年度から
報告年度まで
の平均入学定

員超過率

0.11

(　　 　)

[ 　　　 ]

0.18

[ 　　　 ]

Ｂ　 入学者数

(　　 　)
Ａ　 入学定員

志願者数

受験者数

[ 　　　 ] [ 　　　 ]
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対象年度

学　年 春季入学 その他の学期 春季入学 その他の学期 春季入学 その他の学期 春季入学 その他の学期 春季入学 その他の学期

22 - 14 -

[　 　] [　 　] [　 　] [　 　] [　　 ] [　 　] [　-  ] [　-  ] [　-  ] [　-  ]

（　　） （　　） （　　） （　　） （　　） （　　） （　-　） （　-　） （　-　） （　-　）

- - 22 -

[　　 ] [　 　] [　　 ] [　 　] [　-  ] [　-  ] [　-  ] [　-  ]

（　　） （　　） （　　） （　　） （　-　） （　-　） （　-　） （　-　）

- - - -

[　　 ] [　 　] [　-  ] [　-  ] [　-  ] [　-  ]

（　　） （　　） （　-　） （　-　） （　-　） （　-　）

- - - -

[　-  ] [　-  ] [　-  ] [　-  ]

（　-　） （　-　） （　-　） （　-　）

（注）・　報告年度の５月１日現在の情報を記入してください。（過年度については、各年度末時点の情報として記入してください。）

　　　・　[ 　 ]内には、留学生の状況について内数で記入してください。該当がない年度には「－」を記入してください。

　　　・（　）内には、留年者の状況について、内数で記入してください。該当がない年には「－」を記入してください。

　　　・　編入学生や転入学生も含めて記入してください。その際、備考欄に人数の内訳を記入してください。

　　　・　学期の区分に従い学生を入学させる場合は、春季入学とその他の学期（春季入学以外の学期区分を設けている

　　　　場合）に分けて数値を記入してください。春季入学のみの実施の場合は、その他の学期欄は「－」を記入して

　　　　ください。また、その他の学期に入学定員を設けている場合は、備考欄にその人数を記入してください。

　　　・　「計」については、各年度の春季入学とその他の学期を合計した在学者数、留学生数を記入してください。

令和２年度

（ 　-　 ）

22

令和４年度令和３年度

[　　-　 ]

１年次

２年次

３年次

（　　-　 ）（　　　　 ） （　　　　 ） （　　　　 ）

平成３０年度 令和元年度

計

備　　　　　考

36

[　　　 　] [　　　　 ] [　　　　 ] [　　-　 ]

４年次

　（５）－③　調査対象学部等の在学者の状況
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　（５）－④　調査対象学部等の退学者等の状況

人 人 平成３０年度 人 人

平成３０年度 人 人

令和元年度 人 人

平成３０年度 人 人

令和元年度 人 人

令和２年度 人 人

平成３０年度 人 人

令和元年度 人 人

令和２年度 人 人

令和３年度 人 人

平成３０年度 人 人

令和元年度 人 人

令和２年度 人 人

令和３年度 人 人

令和４年度 人 人

0 人 人 人

（注）・　数字は、報告年度の５月１日現在の数字を記入してください。　

　　　・　各対象年度の在学者数については、対象年度の人数を記入してください。（在学者数から退学者数を減らす必要はありません。）

　　　・　内訳については、退学した学生が入学した年度ごとに記入してください。また、留学生数欄の人数については、退学者数の内数を記入してください。

　　　・　在学者数、退学者数には編入学生や転入学生も含めて記入してください。

　　　・　「主な退学理由」は、下の項目を参考に記入してください。その際、「就学意欲の低下（○人）」というように、その人数も含めて記入してください。

　　　　　　（記入項目例）・就学意欲の低下　　　・学力不足　　　・他の教育機関への入学・転学　　　　　　　・海外留学

　　　　　　　　　　　　　　　・就職　　　・学生個人の心身に関する事情　　　　・家庭の事情　　　・除籍　　　　・その他

　（５）－⑤　調査対象学部等の年度ごとの退学者の割合

【平成３０年度】

平成３０年度の退学者数（ａ） 0
平成３０年度の在学者数（ｂ） 0

【令和元年度】

令和元年度の退学者数（ａ） 0
令和元年度の在学者数（ｂ） 0

【令和２年度】

令和２年度の退学者数（ａ） 0
令和２年度の在学者数（ｂ） 0

【令和３年度】

令和３年度の退学者数（ａ） 0
令和３年度の在学者数（ｂ） 22

【令和４年度】

令和４年度の退学者数（ａ） 0
令和４年度の在学者数（ｂ） 36

（注）・　小数点以下第３位を切り捨て、小数点以下第２位まで表示されます。

人令和２年度

退学者数
主な退学理由

（留学生の理由は[　]書き）

　　　区　分

対象年度
うち留学生数

平成３０年度

令和元年度

在学者数（b） 退学者数（a）

内訳

入学した年度

人 人

合　　計

人

令和３年度 22 人 0 人

人令和４年度 36 人 0

=

=

=

=

=

=

=

= = 0 ％

0 ％=

#DIV/0! ％

#DIV/0! ％

#DIV/0! ％
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【令和4年度】

必
　
修

選
　
択

自
　
由

教
　
授

准
教
授

講
　
師

助
　
教

助
　
手

必
　
修

選
　
択

自
　
由

教
　
授

准
教
授

講
　
師

助
　
教

助
　
手

女性と社会 1後 2 1 兼1 女性と社会 1後 2 1 兼1

大学の社会貢献 1前・後 2 2 兼1共同 大学の社会貢献 1前・後 2 2 兼1共同

生命を考える 1前 2 1 兼8ｵﾑﾆﾊﾞｽ 生命を考える 1前 2 1 兼5ｵﾑﾆﾊﾞｽ

つながりプロジェクト 2前 2 3 兼21 つながりプロジェクト 2前 2 3 兼13

小計（4科目） － 4 4 0 3 0 0 0 0 小計（4科目） － 4 4 0 3 0 0 0 0

文学を楽しむ 1前 2 兼1 文学を楽しむ 1前 2 兼1

芸能を楽しむ 1後 2 兼1 芸能を楽しむ 1後 2 兼1

世界の宗教 1前 2 兼1 世界の宗教 1前 2 兼1

哲学入門 1後 2 兼1 哲学入門 1後 2 兼1

地域文化論 1後 2 1 1 共同 地域文化論 1後 2 1 1 共同

歴史学入門 1後 2 兼1 歴史学入門 1後 2 兼1

美術史 1前 2 兼1 美術史 1前 2 兼1

小計（7科目） － 0 14 0 1 0 0 1 0 小計（7科目） － 0 14 0 1 0 0 1 0

現代社会を読み解く 1前 2 1 現代社会を読み解く 1前 2 1

生活と経済 1前 2 兼1 生活と経済 1前 2 兼1

生活と法律 1前 2 兼1 生活と法律 1前 2 兼1

日本国憲法 1前・後 2 兼1 日本国憲法 1前・後 2 兼1

環境問題を考える 1後 2 兼1 環境問題を考える 1後 2 兼1

小計（5科目） － 0 10 0 1 0 0 0 0 小計（5科目） － 0 10 0 1 0 0 0 0

生き物の世界 1後 2 兼1 生き物の世界 1前 2 兼1

暮らしの中の数学 1前 2 兼1 暮らしの中の数学 1前 2 兼1

身体のしくみと医学 1前 2 兼1 身体のしくみと医学 1前 2 兼1

食品と環境 1後 2 兼1 食品と環境 1後 2 兼1

宇宙と地球の歴史 1前 2 兼1 宇宙と地球の歴史 1前 2 兼1

人工知能のしくみ 1後 2 1 人工知能のしくみ 1後 2 1

小計（6科目） － 0 12 0 1 0 0 0 0 小計（6科目） － 0 12 0 1 0 0 0 0

国際情勢 1前 2 兼1 国際情勢 1前 2 兼1

アジアの文化と社会 1前 2 兼1 アジアの文化と社会 1前 2 兼1

オセアニアの文化と社会 1前 2 兼1 オセアニアの文化と社会 1後 2 兼1

実践英語基礎Ⅰ 1前 1 兼1 実践英語基礎Ⅰ 1前 1 兼1

実践英語基礎Ⅱ 1後 1 兼1 実践英語基礎Ⅱ 1後 1 兼1

実践英語応用Ⅰ 1前 1 兼1 実践英語応用Ⅰ 1前 1 兼1

実践英語応用Ⅱ 1後 1 兼1 実践英語応用Ⅱ 1後 1 兼1

英会話（１） 1前 1 兼1 英会話（１） 1前 1 兼1

英会話（２） 1後 1 兼1 英会話（２） 1後 1 兼1

ＳＣＣセミナー（１） 1前・後 2 兼1 ＳＣＣセミナー（１） 1前・後 2 兼1

ＳＣＣセミナー（２） 1前・後 2 兼1 ＳＣＣセミナー（２） 1前・後 2 兼1

海外研修 1通 4 兼2 海外研修 1通 4 兼2

中国語（１） 1前 1 兼1 中国語（１） 1前 1 兼1

中国語（２） 1後 1 兼1 中国語（２） 1後 1 兼1

ハングル（１） 1前 1 兼1 ハングル（１） 1前 1 兼1

ハングル（２） 1後 1 兼1 ハングル（２） 1後 1 兼1

小計（16科目） － 0 24 0 0 0 0 0 0 小計（16科目） － 0 24 0 0 0 0 0 0

インターネットセミナーⅠ 1前・後 2 1 インターネットセミナーⅠ 1前・後 2 1

インターネットセミナーⅡ 1前・後 2 1 インターネットセミナーⅡ 1前・後 2 1

インターネットセミナーⅢ 1前・後 2 兼1 インターネットセミナーⅢ 1前・後 2 兼1

インターネットセミナーⅣ 1前・後 2 兼1 インターネットセミナーⅣ 1前・後 2 兼1

小計（4科目） － 0 8 0 2 0 0 0 0 小計（4科目） － 0 8 0 2 0 0 0 0

初年次演習Ⅰ 1前 1 1 兼2 初年次演習Ⅰ 1前 1 1 兼1

初年次演習Ⅱ 1後 1 1 兼2 初年次演習Ⅱ 1後 1 1 兼1

日本語表現Ⅰ 1前 1 兼4 日本語表現Ⅰ 1前 1 兼2

日本語表現Ⅱ 1後 1 兼4 日本語表現Ⅱ 1後 1 兼2

英語コミュニケーションⅠ 1前 1 兼5 英語コミュニケーションⅠ 1前 1 兼4

英語コミュニケーションⅡ 1後 1 兼5 英語コミュニケーションⅡ 1後 1 兼4

基礎情報処理（１） 1前 1 兼3 基礎情報処理（１） 1前 1 兼2

基礎情報処理（２） 1後 1 兼3 基礎情報処理（２） 1後 1 兼2

スポーツ 1前・後 1 兼3 スポーツ 1前・後 1 兼4

体育論 1前・後 2 兼1 体育論 1前・後 2 兼1

小計（10科目） － 8 3 0 1 0 0 0 0 小計（10科目） － 8 3 0 1 0 0 0 0

ボランティア 1前 1 兼1 ボランティア 1前 1 兼1

実践キャリアプランニング 2前 1 兼1 実践キャリアプランニング 2前 1 兼1

インターンシップ 1前 1 兼1 インターンシップ 1前 1 兼1

小計（3科目） － 0 0 3 0 0 0 0 0 小計（3科目） － 0 0 3 0 0 0 0 0

＜経営学部　ビジネス学科＞

２　授業科目の概要

兼
任
・
兼
担

（１）－① 授業科目表

【認可時又は届出時】

科目
区分

授業科目の名称
配 当
年 次

単位数 専任教員等の配置 兼
任
・
兼
担

科目
区分

授業科目の名称
配 当
年 次

単位数 専任教員等の配置

大
　
学
　
共
　
通
　
科
　
目

基
幹

人
文
科
学

人
文
科
学

社
会
科
学

社
会
科
学

自
然
科
学

自
然
科
学

認
定
科
目

認
定
科
目

大
　
学
　
共
　
通
　
科
　
目

基
幹

国
際
交
流

国
際
交
流

e
ー

ラ
ー

ニ
ン
グ

e
ー

ラ
ー

ニ
ン
グ

基
礎

基
礎
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必
　
修

選
　
択

自
　
由

教
　
授

准
教
授

講
　
師

助
　
教

助
　
手

必
　
修

選
　
択

自
　
由

教
　
授

准
教
授

講
　
師

助
　
教

助
　
手

会計学入門 1前 2 1 会計学入門 1前 2 1

経営学入門 1前 2 1 経営学入門 1後 2 2 隔年交代

経済学入門 1後 2 1 経済学入門 1後 2 1

簿記Ⅰ 1前 2 1 1 共同 簿記Ⅰ 1前 2 1

簿記Ⅱ 1後 2 1 1 共同 簿記Ⅱ 1後 2 1

原価計算論Ⅰ 2前 2 1 原価計算論Ⅰ 2前 2 1

経営戦略論 2後 2 1 経営戦略論 2後 2 1

経営管理論 2前 2 1 経営管理論 2前 2 1

マーケティング論Ⅰ 2前 2 1 マーケティング論Ⅰ 2前 2 1

財務会計論Ⅰ 2前 2 1 財務会計論Ⅰ 2前 2 1

経営組織論 2前 2 1 1 共同 経営組織論 2前 2 1 1 共同

ミクロ経済学 2前 2 1 1 共同 ミクロ経済学 2前 2 1 1 共同

マクロ経済学 2後 2 1 マクロ経済学 2後 2 1

データサイエンス基礎 1前 2 兼１ データサイエンス基礎 1前 2 兼１

プレゼンテーション技法 1後 2 兼１ プレゼンテーション技法 1後 2 兼１

ビジネス英語Ⅰ 2前 2 兼１ ビジネス英語Ⅰ（未開講） 2前 2 兼１

ビジネス英語Ⅱ 2後 2 兼１ ビジネス英語Ⅱ（未開講） 2後 2 兼１

統計学（１） 1後 2 1 統計学（１） 1後 2 1

統計学（２） 2前 2 1 統計学（２） 2前 2 1

心理学 2前 2 1 心理学 2前 2 1

民法Ⅰ 2前 2 0 兼１ 民法Ⅰ 2前 2 兼１

基礎演習 1通 4 5 4 4 基礎演習 1通 4 4 3 4

小計（22科目） － 8 38 7 4 0 4 0 小計（22科目） － 8 38 6 3 0 4 0

財政学 3前 2 兼１ 財政学 3前 2 兼１

公共経済学 2・3後 2 1 公共経済学 2・3後 2 1

日本経済論 2・3前 2 1 日本経済論 2・3前 2 1

現代企業論 2・3前 2 1 現代企業論 2・3前 2 1

人的資源マネジメントⅠ 2・3前 2 1 人的資源マネジメントⅠ 2・3前 2 1

生産マネジメント 2・3前 2 1 生産マネジメント 2・3前 2 1

財務マネジメント 2・3前 2 1 財務マネジメント 2・3前 2 1

マーケティング論Ⅱ 2・3後 2 1 マーケティング論Ⅱ 2・3後 2 1

地域振興論 2・3後 2 1 兼１隔年交代 地域振興論 2・3後 2 兼１

地域インターンシップ 3前 2 1 1 兼１共同 地域インターンシップ 3前 2 1 1 兼１共同

原価計算論Ⅱ 2・3後 2 1 原価計算論Ⅱ 2・3後 2 1

公会計論 2・3前 2 1 公会計論 2・3前 2 1

国際会計論 2・3前 2 1 国際会計論 2・3前 2 1

財務会計論Ⅱ 2・3後 2 1 財務会計論Ⅱ 2・3後 2 1

上級簿記Ⅰ 2・3前 2 1 1 隔年交代 上級簿記Ⅰ 2・3前 2 1 1 隔年交代

上級簿記Ⅱ 2・3後 2 1 1 隔年交代 上級簿記Ⅱ 2・3後 2 1 1 隔年交代

税務会計論Ⅰ 2・3前 2 兼１ 税務会計論Ⅰ 2・3前 2 兼１

データ活用プログラミング（1） 3前 2 1 データ活用プログラミング（1） 3前 2 1

データ解析技法 3後 2 兼１ データ解析技法 3後 2 兼１

情報リテラシー 2後 2 兼１ 情報リテラシー 2後 2 兼１

ビジネスコンピューティングⅠ 2前 2 兼１ ビジネスコンピューティングⅠ 2前 2 兼１

ビジネスコンピューティングⅡ 2後 2 兼１ ビジネスコンピューティングⅡ 2後 2 兼１

社会心理学 2・3前 2 1 社会心理学 2・3前 2 1

集団心理学 2・3後 2 1 集団心理学 2・3後 2 1

会社法 2・3前 2 兼１ 会社法 2・3前 2 兼１

民法Ⅱ 2・3後 2 兼１ 民法Ⅱ 2・3後 2 兼１

特殊講義Ⅰ 2・3前 2 兼１ 特殊講義Ⅰ 2・3前 2 兼１

専門演習 2後 2 5 4 4 専門演習 2後 2 3 3 4

小計（28科目） － 2 54 0 8 4 0 4 0 小計（28科目） － 2 54 0 6 3 0 4 0

国際経済論 3・4前 2 1 国際経済論 3・4前 2 1

国際経営論 3・4後 2 兼１ 国際経営論 3・4後 2 兼１

多国籍企業論 3・4前 2 1 多国籍企業論 3・4前 2 1

国際金融論 3・4後 2 兼１ 国際金融論 3・4後 2 兼１

国際地域Ａ 3・4後 2 兼１ 国際地域Ａ 3・4後 2 兼１

国際地域Ｂ 3・4前 2 兼１ 国際地域Ｂ 3・4前 2 兼１

観光ビジネス 3・4前 2 1 観光ビジネス 3・4前 2 兼１

中小企業論 3・4前 2 兼１ 中小企業論 3・4前 2 兼１

地域文化デザイン 3・4後 2 1 地域文化デザイン 3・4後 2 1

文化遺産マネジメント 3・4前 2 1 文化遺産マネジメント 3・4前 2 1

国際マーケティング論 3・4後 2 兼１ 国際マーケティング論 3・4後 2 兼１

経営情報論 3・4後 2 兼１ 経営情報論 3・4後 2 兼１

非営利組織論 3・4後 2 兼１ 非営利組織論 3・4後 2 兼１

ニューパブリックマネジメント 3・4後 2 兼１ ニューパブリックマネジメント 3・4後 2 兼１

地方自治制度論 3・4前 2 兼１ 地方自治制度論 3・4前 2 兼１

応用財務会計論 3・4前 2 兼１ 応用財務会計論 3・4前 2 兼１

管理会計論Ⅰ 3・4前 2 1 管理会計論Ⅰ 3・4前 2 1

管理会計論Ⅱ 3・4後 2 1 管理会計論Ⅱ 3・4後 2 1

監査論 3・4後 2 兼１ 監査論 3・4後 2 兼１

経
　
営
　
学
　
部
　
科
　
目

経
　
営
　
学
　
部
　
科
　
目

ビ
　
ジ
　
ネ
　
ス
　
学
　
科
　
専
　
門
　
科
　
目

専
門
発
展
科
目

ビ
　
ジ
　
ネ
　
ス
　
学
　
科
　
専
　
門
　
科
　
目

専
門
発
展
科
目

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

専
門
応
用
科
目

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

専
門
応
用
科
目

配 当
年 次

単位数 専任教員等の配置 専任教員等の配置 兼
任
・
兼
担

兼
任
・
兼
担

科目
区分

授業科目の名称
配 当
年 次

単位数

科目
区分

授業科目の名称
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必
　
修

選
　
択

自
　
由

教
　
授

准
教
授

講
　
師

助
　
教

助
　
手

必
　
修

選
　
択

自
　
由

教
　
授

准
教
授

講
　
師

助
　
教

助
　
手

公営企業会計論 3・4前 2 1 公営企業会計論 3・4前 2 1

非営利組織会計論 3・4前 2 1 非営利組織会計論 3・4前 2 1

企業分析論 3・4後 2 1 企業分析論 3・4後 2 1

金融リテラシー 3・4前 2 兼１ 金融リテラシー 3・4前 2 兼１

人的資源マネジメントⅡ 3・4後 2 1 人的資源マネジメントⅡ 3・4後 2 1

税務会計論Ⅱ 3・4後 2 兼１ 税務会計論Ⅱ 3・4後 2 兼１

データ活用プログラミング(２) 3後 2 1 データ活用プログラミング(２) 3後 2 1

ビジュアルプログラミング 4前 2 1 ビジュアルプログラミング 4前 2 1

経済統計分析論 3・4前 2 兼１ 経済統計分析論 3・4前 2 兼１

産業・組織心理学 3・4後 2 1 産業・組織心理学 3・4後 2 1

コーチングマネジメント論 4前 2 兼１ コーチングマネジメント論 4前 2 兼１

行政法Ⅰ 3後 2 兼１ 行政法Ⅰ 3後 2 兼１

行政法Ⅱ 4前 2 兼１ 行政法Ⅱ 4前 2 兼１

特殊講義Ⅱ 3・4後 2 兼2隔年交代 特殊講義Ⅱ 3・4後 2 兼2隔年交代

外書講読 3通 4 1 2 1 外書講読 3通 4 2 2 1

研究演習 3通 4 8 3 研究演習 3通 4 6 2

卒論演習 4通 4 8 3 卒論演習 4通 4 6 2

小計（36科目） － 12 66 0 8 4 0 4 0 小計（36科目） － 12 66 0 6 3 0 4 0

－ 34 233 3 9 4 0 4 0 － 34 233 3 7 3 0 4 0

大学共通科目18単位以上（必修12単位、選択必修（「国際交流」のうち実践英語基礎Ⅰ・Ⅱ、実践英語応用Ⅰ・Ⅱ、
英会話（１）・（２）、中国語（１）・（２）及びハングル（１）・（２）の10科目の中から4科目以上）4単位以上、選択2単位以
上）
経営学部基礎科目26単位以上（必修8単位、選択必修（会計学入門、経営学入門及び経済学入門の3科目の中か
ら2科目以上並びに左記以外の14科目の中から7科目以上）18単位以上）
ビジネス学科専門科目66単位以上（必修14単位、選択52単位以上）
その他「大学共通科目、経営学部基礎科目、ビジネス学科専門科目」の中から14単位以上
【卒業要件単位】以上の履修により、124単位以上修得すること。
（履修科目の登録の上限：48単位（年間））

大学共通科目18単位以上（必修12単位、選択必修（「国際交流」のうち実践英語基礎Ⅰ・Ⅱ、実践英語応用Ⅰ・Ⅱ、
英会話（１）・（２）、中国語（１）・（２）及びハングル（１）・（２）の10科目の中から4科目以上）4単位以上、選択2単位以
上）
経営学部基礎科目26単位以上（必修8単位、選択必修（会計学入門、経営学入門及び経済学入門の3科目の中か
ら2科目以上並びに左記以外の14科目の中から7科目以上）18単位以上）
ビジネス学科専門科目66単位以上（必修14単位、選択52単位以上）
その他「大学共通科目、経営学部基礎科目、ビジネス学科専門科目」の中から14単位以上
【卒業要件単位】以上の履修により、124単位以上修得すること。
（履修科目の登録の上限：48単位（年間））

合計（141科目） 合計（141科目）

授業科目の名称
配 当
年 次

単位数 専任教員等の配置 兼
任
・
兼
担

授業科目の名称
配 当
年 次

単位数 専任教員等の配置 兼
任
・
兼
担

卒業要件及び履修方法 卒業要件及び履修方法
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【令和３年度】

必
　
修

選
　
択

自
　
由

教
　
授

准
教
授

講
　
師

助
　
教

助
　
手

女性と社会 1後 2 1 兼2

大学の社会貢献 1前・後 2 2 兼1共同

生命を考える 1前 2 1 兼8ｵﾑﾆﾊﾞｽ

つながりプロジェクト 2前 2 3 兼20

小計（4科目） － 4 4 0 3 0 0 0 0

文学を楽しむ 1前 2 兼1

芸能を楽しむ 1後 2 兼1

世界の宗教 1前 2 兼1

哲学入門 1後 2 兼1

地域文化論 1後 2 1 1 共同

歴史学入門 1後 2 兼1

美術史 1前 2 兼1

小計（7科目） － 0 14 0 1 0 0 1 0

現代社会を読み解く 1前 2 1

生活と経済 1前 2 兼1

生活と法律 1前 2 兼1

日本国憲法 1前・後 2 兼1

環境問題を考える 1後 2 兼1

小計（5科目） － 0 10 0 1 0 0 0 0

生き物の世界 1後 2 兼1

暮らしの中の数学 1前 2 兼1

身体のしくみと医学 1前 2 兼1

食品と環境 1後 2 兼1

宇宙と地球の歴史 1前 2 兼1

人工知能のしくみ 1後 2 1

小計（6科目） － 0 12 0 1 0 0 0 0

国際情勢 1前 2 兼1

アジアの文化と社会 1前 2 兼1

オセアニアの文化と社会 1前 2 兼1

実践英語基礎Ⅰ 1前 1 兼1

実践英語基礎Ⅱ 1後 1 兼1

実践英語応用Ⅰ 1前 1 兼1

実践英語応用Ⅱ 1後 1 兼1

英会話（１） 1前 1 兼1

英会話（２） 1後 1 兼1

ＳＣＣセミナー（１） 1前・後 2 兼1

ＳＣＣセミナー（２） 1前・後 2 兼1

海外研修 1通 4 兼2

中国語（１） 1前 1 兼1

中国語（２） 1後 1 兼1

ハングル（１） 1前 1 兼1

ハングル（２） 1後 1 兼1

小計（16科目） － 0 24 0 0 0 0 0 0

インターネットセミナーⅠ 1前・後 2 1

インターネットセミナーⅡ 1前・後 2 1

インターネットセミナーⅢ 1前・後 2 兼1

インターネットセミナーⅣ 1前・後 2 兼1

小計（4科目） － 0 8 0 2 0 0 0 0

初年次演習Ⅰ 1前 1 1 兼2

初年次演習Ⅱ 1後 1 1 兼2

日本語表現Ⅰ 1前 1 兼5

日本語表現Ⅱ 1後 1 兼5

英語コミュニケーションⅠ 1前 1 兼5

英語コミュニケーションⅡ 1後 1 兼5

基礎情報処理（１） 1前 1 兼3

基礎情報処理（２） 1後 1 兼3

スポーツ 1前・後 1 兼3

体育論 1前・後 2 兼1

小計（10科目） － 8 3 0 1 0 0 0 0

ボランティア 1前 1 兼1

実践キャリアプランニング 2前 1 兼1

インターンシップ 1前 1 兼1

小計（3科目） － 0 0 3 0 0 0 0 0

会計学入門 1前 2 1

経営学入門 1後 2 1

経済学入門 1後 2 1

簿記Ⅰ 1前 2 1 1 共同

簿記Ⅱ 1後 2 1 1 共同

原価計算論Ⅰ 2前 2 1

兼
任
・
兼
担

大
　
学
　
共
　
通
　
科
　
目

基
幹

人
文
科
学

社
会
科
学

自
然
科
学

国
際
交
流

e
ー

ラ
ー

ニ
ン
グ

基
礎

認
定
科
目

科目
区分

授業科目の名称
配 当
年 次

単位数 専任教員等の配置

10



必
　
修

選
　
択

自
　
由

教
　
授

准
教
授

講
　
師

助
　
教

助
　
手

経営戦略論 2後 2 1

経営管理論 2前 2 1

マーケティング論Ⅰ 2前 2 1

財務会計論Ⅰ 2前 2 1

経営組織論 2前 2 1 1 共同

ミクロ経済学 2前 2 1 1 共同

マクロ経済学 2後 2 1

データサイエンス基礎 1前 2 兼１

プレゼンテーション技法 1後 2 兼１

ビジネス英語Ⅰ 2前 2 兼１

ビジネス英語Ⅱ 2後 2 兼１

統計学（１） 1後 2 1

統計学（２） 2前 2 1

心理学 2前 2 1

民法Ⅰ 2前 2 0 兼１

基礎演習 1通 4 5 4 4

小計（22科目） － 8 38 7 4 0 4 0

財政学 3前 2 兼１

公共経済学 2・3後 2 1

日本経済論 2・3前 2 1

現代企業論 2・3前 2 1

人的資源マネジメントⅠ 2・3前 2 1

生産マネジメント 2・3前 2 1

財務マネジメント 2・3前 2 1

マーケティング論Ⅱ 2・3後 2 1

地域振興論 2・3後 2 1 兼１隔年交代

地域インターンシップ 3前 2 1 1 兼１共同

原価計算論Ⅱ 2・3後 2 1

公会計論 2・3前 2 1

国際会計論 2・3前 2 1

財務会計論Ⅱ 2・3後 2 1

上級簿記Ⅰ 2・3前 2 1 1 隔年交代

上級簿記Ⅱ 2・3後 2 1 1 隔年交代

税務会計論Ⅰ 2・3前 2 兼１

データ活用プログラミング（1） 3前 2 1

データ解析技法 3後 2 兼１

情報リテラシー 2後 2 兼１

ビジネスコンピューティングⅠ 2前 2 兼１

ビジネスコンピューティングⅡ 2後 2 兼１

社会心理学 2・3前 2 1

集団心理学 2・3後 2 1

会社法 2・3前 2 兼１

民法Ⅱ 2・3後 2 兼１

特殊講義Ⅰ 2・3前 2 兼１

専門演習 2後 2 5 4 4

小計（28科目） － 2 54 0 8 4 0 4 0

国際経済論 3・4前 2 1

国際経営論 3・4後 2 兼１

多国籍企業論 3・4前 2 1

国際金融論 3・4後 2 兼１

国際地域Ａ 3・4後 2 兼１

国際地域Ｂ 3・4前 2 兼１

観光ビジネス 3・4前 2 1

中小企業論 3・4前 2 兼１

地域文化デザイン 3・4後 2 1

文化遺産マネジメント 3・4前 2 1

国際マーケティング論 3・4後 2 兼１

経営情報論 3・4後 2 兼１

非営利組織論 3・4後 2 兼１

ニューパブリックマネジメント 3・4後 2 兼１

地方自治制度論 3・4前 2 兼１

応用財務会計論 3・4前 2 兼１

管理会計論Ⅰ 3・4前 2 1

管理会計論Ⅱ 3・4後 2 1

監査論 3・4後 2 兼１

公営企業会計論 3・4前 2 1

非営利組織会計論 3・4前 2 1

企業分析論 3・4後 2 1

金融リテラシー 3・4前 2 兼１

人的資源マネジメントⅡ 3・4後 2 1

税務会計論Ⅱ 3・4後 2 兼１

授業科目の名称
配 当
年 次

単位数 専任教員等の配置 兼
任
・
兼
担

経
　
営
　
学
　
部
　
科
　
目

ビ
　
ジ
　
ネ
　
ス
　
学
　
科
　
専
　
門
　
科
　
目

専
門
発
展
科
目

専
門
応
用
科
目
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必
　
修

選
　
択

自
　
由

教
　
授

准
教
授

講
　
師

助
　
教

助
　
手

データ活用プログラミング(２) 3後 2 1

ビジュアルプログラミング 4前 2 1

経済統計分析論 3・4前 2 兼１

産業・組織心理学 3・4後 2 1

コーチングマネジメント論 4前 2 兼１

行政法Ⅰ 3後 2 兼１

行政法Ⅱ 4前 2 兼１

特殊講義Ⅱ 3・4後 2 兼2隔年交代

外書講読 3通 4 1 2 1

研究演習 3通 4 8 3

卒論演習 4通 4 8 3

小計（36科目） － 12 66 0 8 4 0 4 0

－ 34 233 3 9 4 0 4 0

（注）・　報告年度の５月１日現在の情報を記入してください。（過年度については、各年度末時点の情報として記入してください。）

　　　・  認可申請書又は設置届出書の様式第２号（その２の１）に準じて作成してください。

　　　・  各欄の作成方法は「大学の設置等に係る提出書類作成の手引き」の「教育課程等の概要」を確認してください。

　　　・ 「認可時又は届出時」には 設置認可時又は届出時の授業科目全て（兼任、兼担教員が担当する科目を含む。）を

　　　　黒字で記入してください。その上で、各年度については、認可時又は届出時から変更となっている箇所は太字の赤字としてください。

　　　・　履修希望者がいなかったために未開講となった科目についても科目名の後ろに「（未開講）」として記入してください。

　　　・　１ページ目には認可時又は届出時と報告年度２つの表を記入してください。

　　　・　不要な年度（令和２年度開設であれば令和元年度）の表は適宜削除してください。

　　　　（２つの表が１ページに表示されるようにしてください。）

　　　・　専門職大学等の場合、「実験、実習又は実技による授業科目」には「【※】」、「臨地実務実習」による授業科目には「【臨】」、

　　　　　「連携実務演習」による授業科目には「【連】」を授業科目の名称の右側に記入してください。

授業科目の名称
配 当
年 次

合計（141科目）

卒業要件及び履修方法

大学共通科目18単位以上（必修12単位、選択必修（「国際交流」のうち実践英語基礎Ⅰ・Ⅱ、実践英語応用Ⅰ・Ⅱ、
英会話（１）・（２）、中国語（１）・（２）及びハングル（１）・（２）の10科目の中から4科目以上）4単位以上、選択2単位以
上）
経営学部基礎科目26単位以上（必修8単位、選択必修（会計学入門、経営学入門及び経済学入門の3科目の中か
ら2科目以上並びに左記以外の14科目の中から7科目以上）18単位以上）
ビジネス学科専門科目66単位以上（必修14単位、選択52単位以上）
その他「大学共通科目、経営学部基礎科目、ビジネス学科専門科目」の中から14単位以上
【卒業要件単位】以上の履修により、124単位以上修得すること。
（履修科目の登録の上限：48単位（年間））

単位数 専任教員等の配置 兼
任
・
兼
担
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【令和３年度】

【令和４年度】

（注）・  ２（１）ー① 授業科目表に記入された各年度における変更内容（配当年次の変更、専任教員等の配置の変更、

　　　　授業科目名の変更、新規科目の追加など）を箇条書きで記入してください。変更がない年度は「特になし。」と記入してください。

　　　・　変更内容には、授業科目の未開講や廃止については記入しないでください。

　　　・　不要な年度（令和２年度開設であれば令和元年度）の表は適宜削除してください。

　　　　 　　　

・専任予定教員の就任辞退の理由により、「経営学入門」の開講時期を前期から後期に変更し、担当科目を追加することにより専任教員が担当予定。
・担当教員見直し等により、「女性と社会」を兼担１から兼担２へ、「つながりプロジェクト」を兼担・兼任21から兼担・兼任21へ「日本語表現Ⅰ」及び「日本語表
現Ⅱ」を兼担・兼任４から兼担・兼任５へそれぞれ変更

・担当教員見直し等により、大学共通科目の「女性と社会」の担当者を兼担2から兼担1に変更。
・担当教員見直し等により、大学共通科目の「生命を考える」の担当者を兼担8から兼担5に変更。
・担当教員見直し等により、大学共通科目の「つながりプロジェクト」の担当者を兼担・兼任20から兼担・兼任13に変更。
・担当教員見直し等により、大学共通科目の「初年次演習Ⅰ」及び「初年次演習Ⅱ」の担当者を兼担2から兼担1に変更。
・担当教員見直し等により、大学共通科目の「日本語表現Ⅰ」及び「日本語表現Ⅱ」の担当者を兼担・兼任5から兼担2にそれぞれ変更。
・担当教員見直し等により、大学共通科目の「英語コミュニケーションⅠ」及び「英語コミュニケーションⅡ」の担当者を兼担5から兼担4にそれぞれ変更。
・担当教員見直し等により、大学共通科目の「基礎情報処理（1）」及び「基礎情報処理（2）」の担当者を兼任3から兼任2にそれぞれ変更。
・担当教員見直し等により、大学共通科目の「スポーツ」の担当者を兼担3から兼4（兼担3・兼任1）に変更。
・就任辞退のあった准教授担当予定科目の「経営学入門」について、令和4年4月着任の教授を含めて教授2人の隔年交代制とした。
・就任辞退のあった准教授担当予定科目の「経営管理論」、「経営組織論」、「基礎演習」、「専門演習」、「外書講読」、「研究演習」、「卒論演習」について、
令和4年4月着任の教授担当とした。
・就任辞退のあった准教授担当予定科目の「地域振興論」については、隔年交代で担当予定であった兼任1の担当に変更。
・就任辞退のあった准教授担当予定科目の「観光ビジネス」については兼任1の担当に変更。
・辞任した教授担当科目「簿記Ⅰ」及び「簿記Ⅱ」について、共同で担当していた助教の担当に変更。
・担当教員見直し等により、経営学部科目の「基礎演習」の担当者を教授「5」から「4」に、准教授「4」から「3」に変更。
・担当教員見直し等により、専門応用科目の「専門演習」の担当者を教授「5」から「3」に、准教授「4」から「3」に変更。
・担当教員見直し等により、専門応用科目の「外書講読」の担当者を教授「1」から「2」に変更。
・担当教員見直し等により、専門応用科目の「研究演習」及び「卒論演習」の担当者を教授「8」から「6」、准教授「3」から「2」に変更。

（１）－②授業科目表に関する変更内容
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科目 科目 科目 科目 科目 科目 科目 科目

（注）・　未開講科目も含めた教育課程上の授業科目数を記入するとともに、［　］内に、設置時の計画からの増減を

　　　　記入してください。（記入例：１科目減の場合：△１）

計

（２） 授業科目数

設置時の計画 変更状況
備考

必修 選択 自由 計（Ａ） 必修 選択 自由

17 124 0 141 17 0 141

[　　0　　] [　　0　　] [　　0　　] [　　0　　]

124
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番号 授業科目名 単 位 数 配当年次 一般・専門 必修・選択

１ ビジネス英語Ⅰ 2 2前 専門 選択

２ ビジネス英語Ⅱ 2 2後 専門 選択

３

（注）・　配当年次に達しているにも関わらず、何らかの理由で未開講となっている授業科目について記入して

　　　　ください。なお、理由については可能な限り具体的に記入してください。

　　　・　履修希望者がいなかったために未開講となった科目については記入しないでください。

　　　・　教職大学院の場合は、「一般・専門」を「共通・実習・その他」と修正して記入してください。

番号 授業科目名 単 位 数 配当年次 一般・専門 必修・選択

１

２

３

（注）・　設置時の計画にあり、何らかの理由で廃止（教育課程から削除）した授業科目について記入して

　　　　ください。なお、理由については可能な限り具体的に記入してください。

（注）・　授業科目を未開講又は廃止としたことによる学生の履修への影響に関する大学の所見、

　　　　学生への周知方法、今後の方針などを可能な限り具体的に記入してください。

　　　・　専門職大学等の場合は、「一般・専門」を「基礎、展開、職業専門、総合」と修正して記入して

（４） 廃止科目

　　　・　教職大学院の場合は、「一般・専門」を「共通・実習・その他」として記入してください。

廃止の理由，代替措置の有無

　　　　ください。

ビジネス英語Ⅰ・Ⅱについては、昨年度末に非常勤講師を予定していた教員から就任辞退があり、後任
の調整がつかなかったため今年度未開講となった。新たな教員を選定のうえ来年度から開講し、２年次
配当科目であるが、新２年次生だけでなく３年次生（現２年次生）も受講可とする。学生に対しては、
履修登録に際してこのことを周知する。

（３） 未開講科目

未開講の理由，代替措置の有無
担当予定の非常勤講師の就任辞退、後任を選定し次年度開講

担当予定の非常勤講師の就任辞退、後任を選定し次年度開講

　　　　ください。

　　　・　専門職大学等の場合は、「一般・専門」を「基礎、展開、職業専門、総合」と修正して記入して

（５） 授業科目を未開講又は廃止としたことに係る「大学の所見」及び「学生への周知方法」
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（６） 「設置時の計画の授業科目数の計」に対する「未開講科目と廃止科目の計」の割合

2

141

（注）・　小数点以下第３位を切り捨て、小数点以下第２位まで表示されます。

　　　・　「未開講科目と廃止科目の計」が、「（３）未開講科目」と「（４）廃止科目」の合計数となるように
　　　　留意してください。

％
設置時の計画の授業科目数の計（Ａ）

未開講科目（３）と廃止科目（４）の計
＝ ＝ 1.41
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備考

(７) 体　　育　　館

実験実習室

　　　・　昨年度の報告後から今年度の報告時までに変更のあったものについては、変更部分を赤字で見え消し修正するとともに、

　　　　その理由及び報告年度「（４）」を「備考」に赤字で記入してください。

　　　　　なお、昨年度の報告において赤字で見え消しした部分については、見え消しのまま黒字にしてください。

　　　・　運動場用地が校舎敷地と別地にある場合は、その旨（所要時間・距離等）を「備考」に記入してください。

32,365.76㎡

　　　　項目はＡＣ対象学部等の数値を記入してください。）

　　　　複数の様式に分ける必要はありません。なお、「（１）校地等」及び「（２）校舎」は大学全体の数字を、その他の

そ　の　他

合　　　計

0㎡

(８)

(６) 図　　書　　館

新設学部等
の名称

教員１人当り研究費等

2,177.33㎡

28,367.60㎡

40,482.69㎡

完成年度

234

（3,280〔712〕） (15625) (13950)

収 納 可 能 冊 数

15600 15000 -

(13950) （　　-　　　）(15625)

面　　　　　積

区　　分

閲 覧 座 席 数

（3,280〔712〕）

4,079.30㎡

体育館以外のスポーツ施設の概要

開設前年度 完成年度

350000

40,482.69㎡

0㎡ 32,365.76㎡

100室

　

図
書
・
設
備

(５)

計
3,076〔754〕　

種

経営学部
ビジネス学科

308,000〔41,500〕

講　義　室

45室
(３) 教　　室　　等

演　習　室

(４) 専任教員研究室

（306,891〔41,138〕） （4,078〔755〕）

30室

0㎡

2,000千円

5,000千円 5,000千円

開設年度

0㎡ 28,367.60㎡

308,000〔41,500〕

図　　書 学術雑誌

〔うち外国書〕

〔うち外国書〕

機械・器具 標　　本
〔うち外国書〕

1,825〔466〕　 15600 15000 -

1,825〔466〕　

（4,078〔755〕）

0㎡

点 点点

内　　　　　　　　　　　　　　　　　容

専　　　用

学生１人当
り

納付金

第１年次 第２年次 第３年次

1,260千円 960千円

第４年次 第５年次

（306,891〔41,138〕）

72,848.45㎡

語学学習施設

（補助職員　 -  人）

   -  室

情報処理学習施設

5室

（補助職員　4人）

（　　-　　　）

0㎡

電子ジャーナル

面　　　　　積

10,000千円

３　施設・設備の整備状況，経費

888.76㎡
 33,433.90㎡
33,401.31㎡

（5,995.06㎡）

0㎡ 72,848.45㎡

計

 6,419.20㎡
6,419.24㎡

 26,125.94㎡
26,093.31㎡

（23,380.63㎡） （888.76㎡）

校
　
　
地
　
　
等

専　　　用 共　　　用
共用する他の
学校等の専用

共　　　用
共用する他の
学校等の専用

計

運動場用地

小　　　計

区　　　　　分

0㎡

　　　・　国立大学については「（８）経費の見積り及び維持方法の概要」は記載不要です。

12,115.09㎡ 0㎡ 12,115.09㎡0㎡

（30,264.45㎡）

(２) 校　　　　　舎

　　　・　「(５)図書・設備」については、上段に完成年度の予定数値を、下段には令和４年５月１日現在の数値を記入してください。

園田学園女子大学短期
大学部(必要面積2,900
㎡）と共用

（注）・　設置時の計画を、申請書の様式第２号（その１の１）に準じて作成してください。（複数のキャンパスに分かれている場合、　

新設学部等の名称 室　　　　　　数

経営学部ビジネス学科 室

冊

3,076〔754〕　

17

視聴覚資料

　－　　千円960千円 　　－　千円

380千円

設備購入費

園田学園女子大学短期
大学部（必要面積
2,850㎡）と共用
新校舎設計面積と登記
面積のずれのため。
（4）

学部単位での特定不能
なため大学全体の数

ソフトボールグランド8,863.60㎡、
テニスコート4,234.50㎡

図書費には電子ｼﾞｬｰﾅ
ﾙ・ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽの整備費
（運用ｺｽﾄ含む）を含
む。

(１) 区　　 分

校 舎 敷 地

　　　・　校舎等建物の計画の変更（校舎又は体育館の総面積の減少、建築計画の遅延）がある場合には、「建築等設置計画変更書」

　　　　を併せて提出してください。

図書購入費

960千円

380千円

経費の見
積り及び
維持方法
の 概 要

経費
の見
積り

学生納付金以外の維持方法の概要 私立大学等経常費補助金、資産運用収入、雑収入　等

区　　　　分 開設年度

共 同 研 究 費 等 5,000千円 5,000千円 11,323千円

第６年次

3,000千円
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４．既設大学等の状況

大 学 の 名 称 　園田学園女子　大　学 学生募集停止学科数 0
平均入学定員超
過率1.3倍以上の
学科等数

0 備　　考

既設学部等の名称
修業
年限

入学
定員

編入学
定　員

収容
定員

学位又
は称号

平均入学
定員

超過率

令和４年度
入学定員
超過率

定員変更
年度

（AC期間の
学科のみ）

開設
年度

所　在　地

年 人 年次 人 倍 倍 年度 年度 年度

人

人間健康学部 4 255 3 1026 － 0.94 0.84 －

　総合健康学科 4 95 3 386 学士
（健康学）

0.93 0.81 - 平成14年 兵庫県尼崎市南塚口町７丁目29番１号

　人間看護学科 4 80 － 320 学士
（看護学）

1.13 1.10 - 平成18年 同上

　食物栄養学科 4 80 － 320 学士
（栄養学）

0.76 0.61 - 平成14年 同上

人間教育学部 4 95 2 384 － 0.53 0.42 －

　児童教育学科 4 95 2 384 学士
（教育学）

0.53 0.42 - 平成20年 兵庫県尼崎市南塚口町７丁目29番１号

経営学部 4 120 － 480 － 0.14 0.11 －

　ビジネス学科 4 120 － 480 学士
（経営学）

0.14 0.11 - 令和３年 兵庫県尼崎市南塚口町７丁目29番１号

大学全体 470 5 1890 0.69 0.61

大 学 の 名 称 学生募集停止学科数 0
平均入学定員超
過率1.3倍以上の
学科等数

0 備　　考

年 人 年次 人 倍 倍

人

　生活文化学科　 2 50 - 100 短期大学士
(生活文化学) 0.85 0.70 - 昭和38年 兵庫県尼崎市南塚口町７丁目29番１号

　幼児教育学科 2 95 - 190
短期大学士
(教育学) 0.68 0.52 - 昭和43年 同上

大学全体 - 145 - 290 - 0.76 0.61 - - -

（注）・本調査の対象となっている大学等の設置者が既に設置している全ての大学、大学院、短期大学及び

　　　　高等専門学校についてそれぞれの学校ごとに、報告年度の５月１日現在の状況を記入してください（専攻科及び別科を除く）。

　　　・学部の学科または研究科の専攻等、「入学定員を定めている組織」ごとに全ての組織を記入してください。

　　　　※「入学定員を定めている組織」ごとには、課程認定等によりコース・専攻に入学定員を定めている

　　　　　場合を含めます。履修上の区分としてコース・専攻を設けている場合は含めません。

　　　・本年度ＡＣ対象となる学部等については、必ず下線を引いてください。

　　　・「平均入学定員超過率」には、報告年度（令和４年度）から起算した修業年限に相当する期間の

　　　　入学定員超過率の平均を記載してください。

　　　・「備考」の欄については、学年進行中の入学定員の増減や学生募集停止など、収容定員に影響のある情報を

　　　　記入してください。

令和４年度
入学定員
超過率

園田学園女子大学短期大学部

開設
年度

学位又
は称号

定員変更
年度

（AC期間の
学科のみ）

所　在　地既設学部等の名称
修業
年限

入学
定員

編入学
定　員

収容
定員

平均入学
定員

超過率
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（掲載省略）

５　教員組織の状況
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区　　　分
今後の

の実施計画

認　可　時

（令和２年）

設置計画履行状況

調査時

（令和３年）

６　附帯事項等に対する履行状況等

附　帯　事　項　等

１．本学の教育目的等
に照らして必要となる
基礎的な知識の涵養
（かんよう）に係る教
育をより充実させるた
め、選択科目となって
いる「経営学入門」の
必修化を検討するとと
もに、財務管理や管理
会計、金融・ファイナ
ンスに係る教育内容の
さらなる充実を図るこ
とが望ましい。（助言
事項）

２．「基礎演習」につ
いて、事前・事後の学
修も含めた一体的な教
育及び指導を適切に行
うことにより、授業計
画の 後に予定されて
いる海外ゼミ合宿の学
修効果を一層高め、本
科目の意義・目的の確
実な達成に努めること
が望ましい。（助言事
項）

１．科目の充実について引
き続き検討する。

２．コロナ禍における海外
ゼミ合宿について検討中

１．科目の充実について引
き続き検討する。

２．新型コロナの終息状況
等を踏まえながら、引き続
き海外ゼミ合宿について検
討する。

改善意見 履行中

履　行　状　況

まずはPBLの強化、資格取得
をはじめとするエビデンス
の創出を推進し、競合校と
肩を並べるだけの学びの環
境を整え、これを受験生に
的確に訴求するフォロワー
戦略を 優先の対策とす
る。

　　　　具体的に記入してください。

　　　・　「設置計画履行状況調査結果」には、当該調査の実施年度の年を記入してください。

　　　　寄附行為変更の認可の申請に係る附帯事項を除く。） と、それに対する履行状況等について、

（注）・　「認可時」には、認可時または届出時に付された附帯事項（学校法人の寄附行為又は

時代のニーズにマッチした
学びの提供が十分でなく、
結果、受験生への訴求力を
弱めている。具体的には、
実践経験から専門知識への
意欲を高める学びの循環が
機能しておらず、PBLを前面
に押し出す競合校と比較し
て学部の魅力が大きく見劣
りしている。これにより、
模試受験者中志願者の数値
も、競合校に比較して10％
程度に留まっており、事
実、この数字は入学者数と
ほぼ比例している。

指摘事項
（改善）

履行中
教育内容の充実等を通
じ、入学定員未充足の
改善に努めること。

　　　・　「設置計画履行状況調査結果」には、当該年度の調査の結果、当該大学に付された指摘を

　　　　全て記入するとともに、付された指摘に対する履行状況等について、具体的に記入してください。

　　　　その履行状況等の参考となる資料があれば、添付してください。

　　　・　「履行状況」では、履行中であれば「履行中」、履行が完了していれば「履行済」を選択してください。

　　　・　該当がない場合には、「附帯事項等」の部分に「該当なし」と記入してください。

20



設　置　時　の　計　画 変更内容・状況、今後の見通しなど

　　平成20年4月にＦＤ活動の運営及び今後あるべき方向を検討するため設置。委員は、教学支援部長、学科選出

　　された教育職員各1名、及び学長の指名する者若干名で構成。（令和4年度は9人）

  【園田学園女子大学・園田学園女子大学短期大学部ＳＤ委員会】

　  平成28年1月に事務職員の能力開発及びＳＤ活動の運営及び今後のあるべき方向を検討するため設置。

    委員は、事務管理部長及び学長が指名する者若干名で構成。（令和4年度は5人）

 　 ＳＤ委員会：令和3年度の開催は2回。（6月、3月に開催）

　　ＳＤ委員会

　　　・ＳＤに関する報告等に関すること。

　　　・その他ＳＤの推進に関すること。

　　ＦＤ関係

　　　・公開授業

　　　・授業について話し合う会

　　ＳＤ関係

　　　・全学教職員研修

　　　・ビジネスマナー研修会

　　　・情報スキルアップ研修会

　　　・海外研修

　ａ　委員会の設置状況

　【園田学園女子大学・園田学園女子大学短期大学部ＦＤ委員会】

（注）・　１～６の項目に記入した事項以外で、設置時の計画より変更のあったもの（未実施を含む。）

　　　　及び法令適合性に関して生じた留意すべき事項について記入してください。

（２） 教員の資質の維持向上の方策（ＦＤ・ＳＤ活動含む）

　　ＦＤ委員会

　　　・ＦＤ推進のための企画及び実施に関すること。

　　　・ＦＤに関する報告等に関すること。

　　　・その他ＦＤの推進に関すること。

　　　・ＳＤ推進のための企画及び実施に関すること。

　　　・全学教職員ＦＤ研修会

７　その他全般的事項

＜経営学部　ビジネス学科＞

（１） 設置計画変更事項等

①　実施体制

　ａ　実施内容

　ｂ　委員会の開催状況（教員の参加状況含む）

　　ＦＤ委員会：令和3年度の開催は4回。（6月、10月、12月、2月に開催）

　ｃ　委員会の審議事項等

②　実施状況
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　　ＦＤ関係

　　　・「全学教職員ＦＤ研修会」は、教育職員、事務職員全員出席の研修で、主に授業改善に資するため、ＦＤ委

　　　　員会で毎年度様々な分野から外部講師を選定し講演を実施。

　　　・「公開授業」は、ＦＤ委員会において対象授業を選定、希望教職員は自由に見学することができ、見学後に感

　　　　想を提出。

　　　・「授業について話し合う会」は、学生ＦＤ委員が中心となり、毎年度授業に関して学生からの問題点、疑問、

　　　　改善とすべきテーマの提示があり、教員と学生がグループに分かれてテーマについて話し合いを行う。

　　ＳＤ関係

　　　　ＳＤ委員会が企画・実施に係る事項を審議のうえ、年次計画表、研修実施要領等を学長決裁により実施して

　　　　いる。

　　　・「全学教職員研修会」は、正規又は非正規を問わず全教職員が出席しており、理事長を講師として教学組織

　　　　と法人組織が協働して実施することもある。

　　　・「ビジネスマナー研修会」と「情報スキルアップ研修会」は、令和元年度から開始しており入職5年未満の事

　　　　務職員と希望者を対象に実施。

　　　・「海外研修」は、平成30年度から開始しており、語学力の向上及び国際感覚をもった事務職員の養成を目的

　　　　として、希望者を募り実施。

　　　ＦＤ関係（令和2年度）

　　　・「全学教職員ＦＤ研修会」：ルーブリック評価入門　令和4年3月2日開催。

　　　　コロナ禍のため一部の教育職員を除き遠隔配信により実施。

　　　・「公開授業」：1学期と2学期に各学科各1回授業を公開。　

　　　・「授業について話し合う会」：令和4年2月28日にZoomにて開催。テーマは「対面授業と遠隔授業のギャップを

　　　　埋める」。

　　　ＳＤ関係（令和2年度）

　　　・「全学教職員研修会」：今を生きるためのレジリエンス　令和3年8月26日開催。

　　　　コロナ禍のため教職員が講義室に分かれ、遠隔配信により受講。

　　　　出席率は教育職員87％、事務職員89％で、当日欠席者も後日動画により受講している。

　　　・「ビジネスマナー研修会」、「情報スキルアップ研修会」　コロナ禍により実施せず。

　　　・「海外研修」　コロナ禍により実施せず。

　　　「全学教職員ＦＤ研修会」は外部講師を招き、主に授業改善につながるテーマで実施することにより、各教職員

　　　にとっての新たな気づきをもたらしている。

　　　　また、ＳＤ研修や全学教職員研修会への法人本部職員の参加は、法人と大学との協働関係の構築に向けた取

　　　組ともなっており、教職員の資質向上を図るだけでなく、法人と一体となった教職協働の大学運営の推進にも

　　　つながっている。

　ｂ　実施方法

　ｃ　開催状況（教員の参加状況含む）

　ｂ　教員や学生への公開状況、方法等

　ｄ　実施結果を踏まえた授業改善への取組状況

③　学生に対する授業評価アンケートの実施状況

　ａ　実施の有無及び実施時期

　　　毎年度学期末に実施している。（7月、12月頃に実施。）

　　　教員及び学生は、ＷＥＢから確認することが可能である。

（注）・「①ａ　委員会の設置状況」には、関係規程等を転載又は添付すること。

　　　　「②実施状況」には、実施されている取組を全て記載すること。（記入例参照）

22



　該当なし

（３） 教育課程連携協議会に関する事項

　※専門職大学、専門職短期大学、専門職学科、専門職大学院以外は「該当なし」と記入ください。
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　　ついては、令和10年に受審し、その結果を令和11年5月までに公表予定である。

（４） 自己点検・評価等に関する事項

②　自己点検・評価報告書

　ａ　公表（予定）時期

　経営学部は、幅広い教養を身に付けたうえで、経営に関する基礎的・基盤的な素養と専門的知識を身に付けた専門的
職業人を養成するため、①現代の社会経済情勢に明るく、ビジネスの要であるマネジメント（管理業務）並びにアカウ
ンティング（会計業務）に強く、加えてグローバル化の進展に対して鋭敏な感覚を有し、ビジネス現場でのビッグデー
タの活用といった 近の動向に適切に対応できる情報処理能力も備えた人材、専門職業人として自立した人材を育成
し、民間・公的機関を問わず社会に送り出すこと、②地域の抱える課題を理解し、改善のための調査・情報収集を実地
に即して学修すること等により、マネジメント能力を向上させると同時に、地域社会の発展に寄与し得る能力を備えた
人材を育成し、社会に送り出すことを目的に設置した。
　開設初年度の令和3年度は、第1期生がPBL型の産官学連携事業に取り組んだ。この経験を通じて、学生たちは協働する
ことや物事を多角的に見ることの大切さを感じており、地域の課題解決に繋がる取組となっている。
　設置認可後、学部新設の広報に努めたもの、結果として入学者数が定員を大きく下回っており、学部開設とともに学
部の設置の趣旨・目的の周知が十分でなかったと認識している。反面、少人数教育によるきめ細やかな指導ができてい
ると考える。引き続き教育の充実に努めるとともに、コロナ禍で広報の在り方も限られるが、志願者確保につながる設
置の趣旨・目的の周知に努めたい。

　　経営学部の自己点検については、完成年度（令和6年度）終了後すみやかに外部の委員を含めて評価委員会を

①　設置の趣旨・目的の達成状況に関する総括評価・所見

○　設置計画履行状況報告書（令和４年度）

　　組織し点検を行う。令和7年度にＨＰに公表し、以降毎年度自己点検を行い、評価報告書を公表する。

　ｂ　公表方法

　　・大学ホームページ上に公開予定

　　　　　なお、「②　自己点検・評価報告書」については、当該調査対象の組織に関する評価内容を含む報告書につ

③　認証評価を受ける計画

　　　

    令和3年に評価機関（大学基準協会）の評価を受審し、適合の認証を得た。経営学部を含めた認証評価に

　（専門職大学、専門職短期大学、専門職大学院については、機関別認証評価と分野別認証評価それぞれの受審計画について記載してください。）

（注）・　設置時の計画の変更（又は未実施）の有無に関わらず記入してください。

　　　　また、「①　設置の趣旨・目的の達成状況に関する総括評価・所見」については、できるだけ具体的な根拠を

　　　　含めて記入してください。

　ｃ　公表方法　　　　　〔　ウェブサイトへの掲載　・　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　）　〕

　ｂ　公表（予定）時期　〔　調査結果公表後１ヶ月以内　・　公表後２～３ヶ月以内　・　公表後３ヶ月以降　〕

≪ａで公表「無」の場合≫

　　　　いて記入してください。

（５） 情報公表に関する事項

※設置計画が各大学等が社会に対して着実に実現していく構想を表したものであることに鑑み、

　設置計画履行状況報告書については、各大学等のウェブサイトに公表するなど、積極的な情報提供をお願いします。

　ａ　公表予定の有無　　〔　　　有　　　・　　　無　　　〕

≪ａで「有」の場合≫

　ｄ　公表しない理由　　〔　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〕
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